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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期 

決算年月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 

売上高 （千円） 891,280 844,645 803,142 702,723 596,211 

経常利益 （千円） 52,066 13,677 11,630 21,360 22,047 

当期純利益又は当期

純損失（△） 
（千円） △302,524 12,366 △195,160 8,808 △3,175 

持分法を適用した場

合の投資損益 
（千円） △466 147 832 983 △1,715 

資本金 （千円） 883,300 883,300 883,300 883,300 883,300 

発行済株式総数 （千株） 17,666 1,766 1,766 1,766 1,766 

純資産額 （千円） 610,042 621,710 421,727 425,972 425,846 

総資産額 （千円） 1,178,608 1,135,733 1,003,549 885,983 1,157,205 

１株当たり純資産額 （円） 347.09 353.79 240.00 242.57 242.50 

１株当たり配当額 

（円） 

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

（内１株当たり中間

配当額） 
(－) (－) (－) (－) (－) 

１株当たり当期純利

益又は１株当たり当

期純損失（△） 

（円） △172.12 7.04 △111.06 5.01 △1.81 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 51.8 54.7 42.0 48.1 36.8 

自己資本利益率 （％） △39.8 2.0 △37.4 2.1 △0.7 

株価収益率 （倍） － 104.7 － － － 

配当性向 （％） － － － － － 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） 115,380 47,461 81,092 96,776 △6,471 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） 2,855 △1,830 354 11,163 △8,488 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
（千円） △104,105 △84,793 △53,297 △122,651 229,794 

現金及び現金同等物

の期末残高 
（千円） 140,345 101,183 129,332 114,620 329,455 

従業員数 

（人） 

19 19 20 18 17 

［外、平均臨時雇用

者数］ 
[18] [17] [20] [21] [22] 

株主総利回り （％） 138.5 94.5 65.4 － － 

（比較指標：配当込

みTOPIX） 
（％） （114.7） （132.9） （126.2） （－） （－） 

最高株価 （円） 146 979 784 660 － 

      (117)      

最低株価 （円） 51 720 415 206 － 

      (84)      
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 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

２．第81期及び第83期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。なお、第80期、第82期及び第84期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、１株当たり当期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第80期及び第82期の株価収益率は、当期純損失であるため記載しておりません。 

４．当社は、2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。 

第80期の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益又は１株

当たり当期純損失を算定しております。 

５．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

当社は、2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行なっております。第81期の株価

については株式併合後の最高株価及び最低株価を記載しており、（ ）内に株式併合前の最高株価及び最低

株価を記載しております。 

６．第83期及び第84期については、2019年11月１日付で上場廃止となったため、株価収益率及び株主総利回り

は、記載しておりません。 

最高・最低株価は、最終取引日である2019年10月31日までの株価について記載しております。 
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２【沿革】

年月 沿革

1950年７月 当社は、神奈川県下の戦災都市復興のため、地方財政の一端を担うものとして当局の要請によ

り、神奈川競輪株式会社の商号をもって資本金20,000千円で横浜市中区に設立された。

1950年７月 横浜市鶴見区に当社施設として花月園競輪場を運営。

1957年７月 鎌倉市にホテル日本学生会館（1985年８月に名称を鎌倉・ホテル花月園と改称）を開業。

（2004年11月営業終了）

1958年８月 社名を花月園観光株式会社と改称。

1961年４月 山梨県山中湖畔に山中湖・ロッヂ花月園を開業。（2005年10月営業譲渡）

1962年９月 東京証券取引所市場第二部に上場。

1963年５月 神奈川県箱根町仙石原に箱根・ホテル花月園を開業。（2005年10月営業譲渡）

1967年８月 本店を横浜市西区北幸１丁目７番２号に移転。

1975年７月 本店を横浜市西区北幸１丁目７番６号に移転。

1985年２月 横浜駅西口新相鉄ビル地下街に飲食店花・ジョイナス店（ピアッツア ピッコロ：1996年10月に

名称をトゥ ザ ハーブズ・横浜ジョイナス店と改称）を出店。（2004年11月営業譲渡）

1986年７月 株式会社ジョイランド（連結子会社）を設立。（2005年２月解散）

1995年６月 本店を横浜市鶴見区鶴見１丁目１番１号に移転。

1997年１月 花月園競輪場選手宿舎（レーサーズハウス花月園）を開業。（2010年３月賃貸終了）

1998年10月 平安企画株式会社（サテライト石鳥谷・連結子会社）の株式を取得。

1999年３月 川崎競輪場選手宿舎食堂の運営を受託。（2006年３月受託終了）

1999年６月 小田原競輪場選手宿舎食堂の運営を受託。（2006年３月受託終了）

2001年１月 横浜市港南区にアーク花月（賃貸住宅）を新設。（2010年９月売却）

2001年６月 鎌倉市にａｍ／ｐｍ鎌倉ものがたり由比ヶ浜店（株式会社エーエム・ピーエム・ジャパンに賃

貸）を新設。（2006年２月賃貸終了）

2004年２月 株式会社サテライト横浜（関連会社）の株式を取得。

2004年10月 株式会社サテライト横浜（関連会社）が、サテライト横浜を開業。

2007年８月 サテライト水戸の総合運営管理業務を受託。（2015年７月受託終了）

2007年11月 サテライトかしまの事業を譲受け。

2008年４月 平安企画株式会社（サテライト石鳥谷・連結子会社）を吸収合併。

2008年４月 花月園競輪開催業務等の総合運営を受託。（2010年３月受託終了）

2010年３月 花月園競輪事業本部（花月園競輪場）を廃止。

2010年３月 県有地（花月園競輪場敷地）の借地権確認請求訴訟提起。（2011年４月和解成立）

2010年10月 株式会社サテライト横浜（関連会社）の株式を追加取得し完全子会社化。（2011年11月全株式譲

渡・業務受託は継続）

2011年４月 本店を横浜市中区桜木町三丁目７番２号に移転。

2011年８月 旧花月園競輪場周辺自社地及び旧選手宿舎の土地建物を売却。

2012年１月 株式会社シティーリゾート（関連会社）の株式を取得。

2013年２月 株式会社シティーリゾート（関連会社）が、ジョイホース浜松を開業。

2013年９月 オートレース横浜（サテライト横浜内併設）の業務受託を開始。

2015年３月 株式会社サテライト横浜の全株式を買戻し再子会社化。

2015年10月 株式会社サテライト横浜（連結子会社）を吸収合併。

2016年４月 サテライト大和の業務受託を開始。

2016年９月 オートレース大和（サテライト大和内併設）の業務受託を開始。

2017年12月

2018年10月

2019年４月

2019年４月 

2019年８月

2019年11月 

オートレース徳島（サテライト徳島内併設）の運営管理業務の受託を開始。

サテライト横浜及びオートレース横浜の投票関連業務を自営化。

オートレース横浜及びインターネットコーナーを９階に移設。

キャッシュレス投票機及び入金機を地下２階に設置。

本社を横浜市中区桜木町一丁目１番地(桜木町ぴおシティ８階)に移転。

東京証券取引市場第二部における上場廃止。

 

- 3 -



３【事業の内容】

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、関連会社１社及びその他の関係会社１社で構成されており、

その事業は次のとおりであります。

 なお、事業内容と事業のセグメントの関連及び事業区分は同一であります。

事業区分 主な事業の内容 会社名

 公営競技関連事業
サテライト（競輪専用場外車券売場）の賃貸及び各種公営

競技投票券発売所の運営受託 

花月園観光㈱（当社）

㈱シティーリゾート 

 

 上記の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

事業系統図

 

 

  株式会社シティーリゾート（資本金10百万円）は当社が25％出資し、地方競馬場外馬券発売所を運営しております。 

株式会社松尾工務店は当社施設の建築工事等を行っております。
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４【関係会社の状況】

会社名 住所
資本金

（千円）
主要な事業
の内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合

（％）

関係内容

役員の兼務

資金援助
営業上の取
引

当社役
員
（人）

当社従
業員
（人）

（その他の関係会社）                

㈱松尾工務店
横浜市

鶴見区
618,573

土木建築工

事請負業等

（被所有）

32.6

［1.4］

4 － － 建築工事等

（関連会社）                

㈱シティーリゾート
浜松市

中区
10,000

地方競馬の

場外馬券発

売所の施設

賃貸及び運

営受託

25.0 1 1 貸付金
場外馬券発売

所の運営受託

 （注）議決権の所有割合又は被所有割合の［ ］は、間接所有の割合で内書であります。

 

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況 

        2021年３月31日現在 
 

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

17 (22) 56.4 20.6 4,586,663

 

当社は、公営競技関連事業のみを行っており、単一セグメントであるため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおり

であります。 

事業部門の名称 従業員数（人） 

公営競技関連事業 15 (22) 

管理部門 2 (0) 

合計 17 (22) 

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含む。）は、（ ）内に年間の平均人員を外

数で記載しております。

２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。

３．満60歳定年制を採用しております。

 

(2）労働組合の状況

 労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

 

(1)経営方針 

当社は、「夢のある環境と心のこもったサービスを提供し社会に喜びを広げていく」という事業活動の基本理 

念に則り、社会の人々に豊かでゆとりのあるレジャー施設を提供するために経営活動を続けてまいりました。 

この基本理念のもと、当社は今後ともサービスの向上に努め、経営環境の変化に的確に対応するとともに、社 

内構造改革を強力に推進し、株主・お客様・取引先・従業員・地域社会など全てのステークホルダーに信頼され 

続けるために、今後とも一層の努力を重ねてまいります。 

 

(2)経営指標 

当社は、今後の経営環境の変化を踏まえながらより収益性の高い企業を目指し、営業利益率及び経常利益率の 

維持・向上を目標として、成長し続けてまいりたいと考えております。 

 

(3)経営環境、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題 

今後の当社を取り巻く経営環境は、ファンの高齢化や発売チャネル多様化の影響からも、依然として厳しい状 

況が続くものと思われます。 

このような状況のもと、当社が更なる企業成長を目指すために対処する課題は次のとおりであります。 

 

① キャッシュレス投票型場外車券売場への転換 

当社は業界初の試みとして、インターネット投票サイトを運営する企業が開発した「クラップシステム」

を導入し、現金系の当社サテライトを、完全キャッシュレス投票型場外へ転換するための準備を進めてお

り、既に2021年４月８日には、サテライ石鳥谷のリニューアルオープンを果たし、また、2021年７月から

は、サテライトかしまの転換を予定しております。 

② 複合型場外化の更なる推進 

当社は既に、複数のサテライトにおいてオートレースの発売を開始し複合型場外化を果たしております。

今後は残るサテライトにおいても複合型場外化を更に推し進め、オートレースのみならず、ノウハウを有す

る地方競馬の発売にも積極的に取り組み、増収を図ってまいります。 

なお、現在当社は、サテライト石鳥谷内に地方競馬の場外馬券発売所の誘致を進めております。 

③ サテライト・オートレース横浜事業への注力 

主力事業であるサテライト・オートレース横浜においては、既に投票関連業務の自営化や賃借区間の一部

明け渡しにより経費削減を推し進め、また、本社との一体化を果たしております。今後は、近隣の昼間人口

の増加を大きなチャンスと捉え、新規会員獲得のため様々な販促活動を展開するとともに、更なる業務改善

に努めてまいります。 

 

今後とも当社は、収益力の向上と経営基盤の安定化に努め、一日も早い復配に向け、全社一丸となって取り組 

んでまいります。 
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２【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

（1）資金の調達に関するリスク 

当社は、設備の更新に必要な資金及び運転資金の多くは主に金融機関からの借入れにより資金調達しておりま

す。景気の後退、金融縮小など全般的な市況の悪化や、格下げ等による信用力の低下、事業見通しの悪化等の要因

により、当社が望む条件で適時に資金調達できない可能性があり、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。当社は取引先金融機関と良好な関係を構築・維持し、安定的な資金調達を行っております。 

 

（2）減損会計に関するリスク 

当社の保有する土地・建物等について収益性が著しく低下した場合には、減損損失の計上が必要となることも

考えられ、その場合は、当社の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。 

（3）新型コロナウイルス感染症の感染拡大に関するリスク

新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大に伴い、政府からのイベント開催規模縮小の要請を受け、2020

年２月27日以降競輪及びオートレースは、本場開催において無観客開催とし、場外発売所での投票券の発売を実施

しないことが決定したことにより、全事業所が休業状態に陥りました。この結果、2020年２月以降、当社の売上高

が著しく減少いたしておりますが、緊急事態宣言による各種自粛要請の解除に伴い、2020年６月１日より全事業所

の営業を再開いたしました。現状では当該感染症の収束及び経済活動の回復には一定期間を要すると考えられるこ

とから、当社の業績および財政状況に影響を及ぼす可能性があります。しかしながら「競輪・オートレースにおけ

る新型コロナウイルス感染症感染拡大予防ガイド」に則り、入場人数の制限、場内のソーシャルディスタンスの確

保、入場口における対表面温度測定カメラによる来場者の体温測定等を行い、お客様及び従業員の安全を第一に考

えるとともにさらなる感染拡大を防ぐため、政府や自治体の発表・要請を踏まえた社内での取り組みを実施してお

ります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社は、公営競技関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。 

 

（１）経営成績等の状況の概要

当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状

況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い緊急事態宣言が発出され、景気が急速

に悪化いたしました。同宣言解除後は、政府による各種施策の効果もあり、景気回復の兆しがみえたものの、感染

の再拡大により、景気の先行きは不透明な状況が続いております。 

当社が事業の主体をおく競輪業界におきましては、新型コロナウイルスの感染拡大により、場外発売やグレード

レース開催中止があったにもかかわらず、インターネット投票売上の増加により、総車券売上高は前年を大幅に上

回りました。 

しかしながら、各サテライトにおいては、2020年２月27日以降競輪及びオートレースの投票券の発売を行わない

ことが決定し、発売中止期間の2020年５月末までは、当社の全事業所が休業いたしました。 

営業再開後当社は、業界の定める感染拡大防止予防ガイドラインを遵守し、お客様の安心、安全の確保を図ると

共に、自治体からの営業時間短縮の要請にも対応し、感染拡大防止に努めましたが、新型コロナ対策、車立・レー

ス数の減少や選手あっせん方法の変更等により、各サテライトにおける車券売上高回復の兆しが見られず、厳しい

状況が続きました。このような状況のもと、当社は主力事業所であるサテライト横浜において、賃借区画の見直し

を行い経費削減を果たすとともに、三密回避対策の一環として、地下２階の前売投票所を増床し自動発払機を１台

増設いたしました。また、業界初の試みとして、現金系の当社サテライトを、完全キャッシュレス投票型場外へ転

換するための準備を進めました。更に当社は、顧客サービスの向上に努め増収を図るとともに、従業員の感染防止

対策の徹底と雇用維持に努め、一方では、各サテライトの更なる効率的な管理・運営や役員報酬カットの継続等に

よる諸経費の削減を行い、利益増加に努めました。 

この結果、当事業年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。 

 

ａ．財政状態 

当事業年度末の資産合計は、前事業年度末に比べ２億７千１百万円増加し、11億５千７百万円となりました。 

当事業年度末の負債合計は、前事業年度末に比べ２億７千１百万円増加し、７億３千１百万円となりました。 

当事業年度末の純資産合計は、前事業年度末に比べ０百万円減少し、４億２千５百万円となりました。 

 

ｂ．経営成績 

当事業年度の経営成績は、売上高５億９千６百万円（前期比15.2％減）、営業利益３千７百万円（前期比24.0％

増）、経常利益２千２百万円（前期比3.2％増）、当期純損失は３百万円（前期は当期純利益８百万円）となりまし

た。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、税引前当期純利益３百万円、資金支出を伴

わない減価償却費３千９百万円、長期借入による収入３億３千６百万円がありましたが、売上債権の増加額６千２

百万円、利息の支払額１千７百万円、借入金・リース債務の返済１億５百万円があったこと等により、前事業年度

末に比べ２億１千４百万円増加し、３億２千９百万円となりました。 

 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

営業活動の結果減少した資金は６百万円となりました。これは主に、税引前当期純利益３百万円、資金支出を

伴わない減価償却費３千９百万円、助成金の受取額３千２百万円があった一方で、売上債権の増加額６千２百万

円、利息の支払額１千７百万円、法人税等の支払額１百万円があったことが主な要因です。 

 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

投資活動の結果減少した資金は８百万円となりました。これは主に、投資有価証券の売却による収入２百万

円、長期貸付の回収による収入２百万円があった一方で、有形固定資産の取得による支出１千万円、資産除去債

務の履行による支出２百万円があったことによるものです。 
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＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

財務活動の結果増加した資金は２億２千９百万円となりました。これは主に、長期借入による収入３億３千６

百万円があった一方で長期借入金の返済による支出８千万円、リース債務の返済による支出２千４百万円があっ

たことによるものです 

 

③売上高の実績 

当事業年度の売上高実績を示すと、次のとおりであります。

 
当事業年度

（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

前年同期比（％）

公営競技関連事業（千円） 596,211 △15.2

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当事業年度において総売上高に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。 

 

（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容 

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

 

①重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについては

第５ 経理の状況 １ 財務諸表等 (１) 財務諸表 注記事項(重要な会計上の見積り)に記載のとおりでありま

す。

 

②当事業年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容 

ａ．経営成績等

 １）財政状態

（資産合計）

当事業年度末の資産合計は、前事業年度末に比べ２億７千１百万円増加し、11億５千７百万円（前事業年度末

は、８億８千５百万円）となりました。これは主に、現金及び預金が２億１千４百万円、売掛金が６千２百万円、

有形固定資産が２百万円、投資有価証券が３百万円増加いたしましたが、その他の流動資産が５百万円、長期貸付

金が２百万円、繰延税金資産が１百万円減少したことによるものであります．

（負債合計）

当事業年度末の負債合計は、前事業年度末に比べ２億７千１百万円増加し、７億３千１百万円（前事業年度末

は、４億６千万円）となりました。これは主に、１年内長期借入金が２百万円、１年内リース債務が４百万円、未

払金が１千３百万円、未払法人税等が１百万円、預り金が１百万円、長期借入金が２億５千２百万円、リース債務

が８百万円、繰延税金負債が３百万円増加いたしましたが、未払消費税等が１千４百万円、資産除去債務が２百万

円減少したことによるものであります。 

（純資産合計） 

当事業年度末の純資産合計は、４億２千５百万円（前事業年度末は、４億２千５百万円）となりました。この

結果、自己資本比率は36.8％となりました。 
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 ２）経営成績 

（売上高）

売上高は、新型コロナウイルスの影響による休業により、前事業年度に比べ15.2％減の５億９千６百万円とな

りました。

（営業利益） 

売上原価は、サテライト横浜において、賃借区画の見直しを行ったことにより、大幅にコストが削減されたた

め前事業年度に比べ17.9％減の３億１千２百万円となりました。

販売費及び一般管理費は、営業経費等の見直しなどにより前事業年度に比べ15.6％減の２億４千６百万円とな

りました。以上の結果、営業利益は、前事業年度に比べ24.0％増の３千７百万円となりました。

（経常利益）

営業外収益は、前事業年度に比べ12.7％減の５百万円となりました。

営業外費用は、前事業年度に比べ40.1％増の２千万円となりました。

以上の結果、経常利益は、前事業年度に比べ3.2％増の２千２百万円となりました。

（当期純利益）

特別利益は、前事業年度は、投資有価証券売却益の計上により１百万円となりました。当事業年度は、助成金

収入３千３百万円、投資有価証券売却益１百万円の計上により３千５百万円となりました。特別損失は、前事業年

度の計上はありません。当事業年度は、固定資産除却損３百万円、災害による損失１百万円、臨時休業等による損

失４千８百万円の計上により、５千３百万円となりました。以上の結果、当期純損失は、３百万円（前期は、当期

純利益８百万円）となりました。

 

 ３）キャッシュ・フローの状況

  当事業年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、「（１）経営成績等の状況の概要  ②キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりであります。

 

ｂ．経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社は既存の各施設の複合型場外化を推し進め、会員制場外における会員数の増加と更なる運営の効率化に取り 

組むとともに、競輪事業で培ったノウハウを活かし、また、関係各団体との連携を更に密にし、他公営競技を含む 

場外発売施設における、新たな運営受託・アドバイザリー業務の獲得に努め、増収を図ってまいります。 

また当社は、有効な人員配置とサテライトかしま自社地の活用方法を引き続き検討するとともに、費用対効果を 

踏まえた上での経費削減と業務改善に努めてまいります。 

 

ｃ．資本の財源及び資金の流動性

当社の資金需要は主に、運転資金需要と設備資金需要の２つがあります。

運転資金需要のうち主なものは、場外車券売場施設の運営費（人件費・業務委託費・賃借料）などであります。

設備資金需要のうち主なものは、場外車券売場施設の固定資産の取得等であります。

当社は、事業活動に必要な資金を安定的に確保するため、運転資金及び設備資金につきましては、自己資金の活

用及び金融機関からの長期借入を基本としております。

当社の事業年度末における借入金、リース債務及び割賦未払金を含む有利子負債の残高は６億６千７百万円とな

っております。また、当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は３億２千９百万円となっております。

 

 

４【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

５【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当事業年度における設備投資の総額は、４千５百万円であります。その主なものは、サテライト横浜及びオートレ

ース横浜の空調設備の更新（リース資産・２千万円）であります。 

 

２【主要な設備の状況】

2021年３月31日現在 
 

事業所名 
（所在地） 

事業部門
の名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数 
（人） 建物、構築

物 
リース資
産 

土地 
（面積㎡） 

［賃借面積］ 
その他 合計 

サテライト横浜 

 (横浜市中区） 

公営競技

関連 

競輪及びオー

トレースの専

用場外車券売

場施設 

33,705 101,224 － 5,025 139,956 
11 

（22）

サテライトかしま 

 (福島県南相馬市） 

公営競技

関連 

競輪の専用場

外車券売場施

設 

37,689 － 
232,392 

(88,062.00) 
787 270,870 1 

サテライト石鳥谷 

 (岩手県花巻市） 

公営競技

関連 

競輪の専用場

外車券売場施

設 

639 4,920 

105,322 

(14,536.15) 

[2,879.00] 

200 111,081 1 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は「工具、器具及び備品」であります。

            なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２. 土地及び建物の一部を賃借しております。賃借している土地の面積については[  ] で外書しており、年間

賃借料は1,800千円であります。 

３．従業員数の（ ）は臨時従業員数を外書しておます。 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当社の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

なお、当事業年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

 

(１)重要な設備の新設

    該当事項はありません。

 

(２)重要な改修

事業所名 
（所在地） 

セグメン
トの名称 設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定年月 

完成後の増加
能力 総額 

(千円) 
既支払額 
(千円) 着手 完了 

サテライト石鳥谷 

(花巻市） 

公営競技

関連事業 
事業用設備 36,600 36,600 自己資金 2021.1 2021.4 （注）2 

 （注）１. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

        ２. 完成後の増加能力については、測定が困難なため、記載を省略しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000,000

計 4,000,000

 

②【発行済株式】

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（2021年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（2021年６月25日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 1,766,600 1,766,600 非上場 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。 

計 1,766,600 1,766,600 － － 

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

          該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2017年10月１日 △15,899,400 1,766,600 － 883,300 － 399,649

 （注）普通株式10株を１株の割合で併合したことによるものであります。

 

- 12 -



（５）【所有者別状況】

              2021年３月31日現在 
 

区分 

株式の状況（１単元の株式数 100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 金融商品取
引業者 

その他の法人 
外国法人等 

個人その他 計 
個人以外 個人 

株主数（人） 3 2 － 17 2 5 686 715 － 

所有株式数

（単元） 
2,817 1,436 － 8,725 45 22 4,513 17,558 10,800

所有株式数の

割合（％） 
16.04 8.18 － 49.69 0.26 0.13 25.70 100.00 － 

 （注）自己株式10,557株は「個人その他」に105単元及び「単元未満株式の状況」に57株を含めて記載しております。

 

（６）【大株主の状況】
 

    2021年３月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％） 

株式会社松尾工務店 横浜市鶴見区鶴見中央4-38-35 543 30.97 

京浜セーフティサービス株式

会社 
横浜市神奈川区神奈川2-8-8 279 15.94 

神奈川県 横浜市中区日本大通１ 129 7.38 

横浜市 横浜市中区港町1-1 96 5.51 

内藤征吾 東京都中央区 86 4.92 

株式会社日本カストディ銀行

(三井住友信託銀行再信託分 

京浜急行電鉄株式会社退職給

付信託口) 

東京都中央区晴海1-8-12 81 4.62 

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい3-1-1 62 3.56 

横須賀市 神奈川県横須賀市小川町11 55 3.16 

村山信也 東京都西多摩郡瑞穂町 44 2.55 

尾崎高一郎 東京都台東区 18 1.03 

計 － 1,398 79.64 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

        2021年３月31日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 10,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,745,300 17,453 － 

単元未満株式 普通株式 10,800 － － 

発行済株式総数   1,766,600 － － 

総株主の議決権   － 17,453 － 

 

 

②【自己株式等】

        2021年３月31日現在 
 

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

花月園観光株式会

社 

横浜市中区桜木町

一丁目１番地 
10,500 － 10,500 0.59

計 － 10,500 － 10,500 0.59

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 15 3,645

当期間における取得自己株式 1 243

  （注）当期間における取得自己株式には、2021年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る移転

を行った取得自己株式
－ － － －

そ の 他

(  －  )
－ － － －

保有自己株式数 10,557 － 10,558 －

（注）当期間における保有自己株式数には、2021年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

３【配当政策】

当社は、業績に対応した利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置付け、経営成績及び今後の見通しや、長期

事業展開に備えるための内部留保等を総合的に勘案し、安定配当を継続することを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。期末配当の決定機関は株主総会であり

ます。

当事業年度の配当につきましては、財務状況等を勘案し、誠に遺憾ながら引き続き無配とさせていただきます。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

※コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

 当社は、経営の透明性と意思決定の迅速化を図るとともに、マネージメントシステムの強化を進めております。

なかでもコーポレート・ガバナンスを重要なシステムの一つとして捉え、当社に最も適した仕組みづくりを絶え

ず追及しております。

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

・当社は、監査役会が会計監査人はもとより取締役会とも連携し合い、経営・会計・業務監査を実施することに

より、業務の適法性・妥当性・効率性の検証等を行い、問題点に対しては互いに具体的提案を行うことで、会

社の内部統制が有効に機能することを目的とし、監査役設置会社形態を採用しております。

・常勤取締役の職務執行状況の監視・監督機能の維持・向上を目的とし、取締役５名の内２名の社外取締役を選

任し、また、監査役会を構成する社外監査役２名を含む３名の監査役が、監査基準及び監査計画に基づき、取

締役の職務執行を監査する体制を確立しております。

・当社は迅速な業務執行のため、常勤取締役等で構成する常勤役員会を毎月１回以上開催し、取締役会への付議

事項については、事前に常勤役員会において審議・検討を重ねたうえで取締役会に提出しております。また、

同構成による役員会を随時開催し、経営の全般的執行方針その他経営に関する重要事項につき協議する体制を

確立しております。

・常勤役員会において、総務部長を担当者としてコンプライアンスの徹底を図る体制を確立しております。 

・コンプライアンスの観点から、法律上の判断が必要な場合には、顧問弁護士の助言を受ける体制を確立してお

ります。

当社の企業統治体制の模式図は次のとおりであります。 
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②リスク管理体制の整備の状況 

・当社の経営に重大な影響を与えるリスクが発生した場合には、代表取締役社長を委員長とするリスク対策委員

会を設置し、また、必要に応じて各種委員会を設置する体制を確立しております。 

③役員報酬の内容 

・役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

役員区分 
報酬等の総額 

（千円） 

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる 

役員の員数 

（人） 固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金 

取締役 

（社外取締役を除く。） 
20,400 20,400 － － 3

監査役 

（社外監査役を除く。） 
2,730 2,730 － － 2

社外役員 8,100 8,100 － － 6

 （注）上記には、2020年６月24日開催の第83回定時株主総会終結の時をもって、辞任により退任した取締役２

名(うち社外取締役１名)及び任期満了により退任した監査役１名、並びに2020年４月12日をもって、逝

去により退任した社外監査役１名の在任中の報酬額が含まれております。

④責任限定契約の内容の概要 

・当社は、取締役(業務執行取締役等であるものを除く。)及び監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を、法令が定める額に限定する契約を締結しております。 

⑤取締役の定数 

・当社の取締役は19名以内とする旨定款に定めております。 

⑥取締役の選任の決議要件 

・当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、累積投票によらないものとする旨定款に定めておりま

す。 

⑦株主総会の特別決議要件 

・当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を図ることを目

的とするものであります。 

⑧自己株の取得 

・当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって、自己の株式を取得することができる旨

定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取

引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。 
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（２）【役員の状況】

① 役員一覧 

男性8名 女性－名 （役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 

（株） 

代表取締役 

社長 
松尾 嘉之輔 1955年２月12日生 

 
1977．４ 大成観光株式会社 

（現 株式会社ホテルオークラ）

入社 

1990．２ 当社入社 

1992．10 当社総務企画部参事・経理部長 

1993．６ 当社取締役総務企画担当・経理部

長 

1994．６ 当社専務取締役 

1995．６ 当社代表取締役社長 

2000．３ 株式会社松尾工務店監査役 

（現任） 

2008．４ 当社代表取締役社長管理本部長 

2011. ４ 当社代表取締役社長管理部門担当 

2012．１ 株式会社シティーリゾート代表取

締役社長（現任） 

2018. ２ 

2019. ６ 

当社代表取締役社長総務部担当 

当社代表取締役社長（現任） 
 

（注）３ 6,512 

常務取締役 

総務部長 
堤  道雄 1957年９月20日生 

 
1980．４ 当社入社 

2003．１ 当社総務部長 

2003．６ 当社執行役員総務部長 

2011．４ 当社総務部長 

2015．６ 当社執行役員総務部長 

2016．６ 

2019. ６ 

 

2020. ６ 

当社取締役総務部長 

当社常務取締役総務部担当兼 

総務部長 

当社常務取締役管理部門担当兼 

総務部長(現任) 
 

（注）３ 100 

取締役 松尾 文明 1946年８月４日生 

 
1976．11 株式会社松尾工務店入社 

1989．12 同社取締役 

1995．４ 同社常務取締役 

1999．４ 同社専務取締役 

2001．４ 同社取締役副社長 

2002．３ 同社代表取締役社長（現任） 

2002．６ 当社取締役（現任） 
 

（注）３ 1,687 

取締役 佐藤 憲治 1962年１月24日生 

 
1984．４ 京浜急行電鉄株式会社入社 

2013．９ 株式会社京急ステーションコマー

ス取締役社長 

2013．９ 株式会社京急ハウツ取締役社長 

2017．６ 京浜急行電鉄株式会社取締役 

2017．６ 株式会社京急ストア取締役社長 

(現任) 

2019．６ 

 

2021．６ 

京浜急行電鉄株式会社取締役執行

役員（現任） 

当社取締役(現任) 
 

（注）３ － 
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
（株） 

取締役 

営業部長 
古見 俊一 1958年３月29日生 

 
1983．７ 当社入社 

1998．４ 日本自転車振興会(現公益財団法人

JKA)出向 

2001．４ 当社競輪部競輪場支配人 

2008．６ 当社執行役員社長付全国競輪場施

設協会事務局長 

2011．８ 公益財団法人全国競輪施行者協議

会企画部副部長 

2013．４ 当社営業部長 

2015．６ 当社執行社員営業部長 

2021．６ 当社取締役営業部担当兼営業部長

(現任) 
 

（注）３ － 

常勤監査役 岡留  三郎 1950年８月18日生 

 
1969．４ 株式会社松尾工務店入社 

2002．１ 同社取締役建築本部長 

2006．６ 当社監査役 

2008．１ 株式会社松尾工務店取締役コスト

センター本部長兼資材部長 

2016．８ 

2020．４ 

2020．４ 

同社品質安全管理室参与 

同社事務本部労務課参与(現任) 

当社仮監査役 

2020．６ 当社常勤監査役（現任） 
 

（注）４ － 

監査役 福間  晋 1961年８月９日生 

 
1986．４ 株式会社松尾工務店入社 

2002．７ 同社企画開発二部部長代理 

2006．８ 同社東京支店支店長 

2012．４ 同社東京支店取締役支店長 

2014．４ 同社常務取締役東京支店長 

2016．４ 同社専務取締役営業統轄本部長兼

東京営業本部長 

2019．６ 

2020．４ 

当社監査役（現任） 

株式会社松尾工務店専務取締役営

業統括本部長兼東京支店長(現任) 
 

（注）４ － 

監査役 松尾  潤 1981年１月12日生 

 
2004．４ カルソニックカンセイ株式会社 

(現マレリ株式会社)入社 

2008．１ 京浜警備保障株式会社入社 

2009．３ 京浜安全システム株式会社入社 

2009．３ 株式会社ケイ・エス・エス入社 

2011．７ 京浜セーフティサービス株式会社

代表取締役(現任) 

2020．６ 当社監査役（現任） 
 

（注）４ 2,700 

計 10,999 

（注）１．取締役松尾文明、佐藤憲治の２名は、社外取締役であります。

２．監査役岡留三郎、福間晋の２名は、社外監査役であります。

３．2021年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．2020年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．監査役松尾潤氏は、代表取締役社長松尾嘉之輔氏の長男であります。

６．当社では、業務執行権限の委譲と責任を明確化し、業務執行体制の強化を図ることを目的として執行役員制

度を導入しており、執行役員は１名であります。
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② 社外役員の状況 

イ．社外取締役及び社外監査役の員数

・当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

ロ．社外取締役及び社外監査役と当社との関係

・社外取締役松尾文明氏は、当社の筆頭株主（議決権比率32.6%・内間接保有1.4%）で、建築工事等の取引

関係がある、株式会社松尾工務店の代表取締役社長を兼務しており、また、当社株式を1,687株保有して

おります。

・社外取締役佐藤憲治氏は、当社の大株主（議決権比率4.7%・株式の名義は株式会社日本カストディ銀行で

あるが議決権は留保）である、京浜急行電鉄株式会社の取締役執行役員を兼務しております。

・社外監査役岡留三郎氏は、当社の筆頭株主（議決権比率32.6%・内間接保有1.4%）で、建築工事等の取引

関係がある、株式会社松尾工務店の事務本部労務課参与を兼務しております。

・社外監査役福間晋氏は、当社の筆頭株主（議決権比率32.6%・内間接保有1.4%）で、建築工事等の取引関

係がある、株式会社松尾工務店の専務取締役営業統括本部長兼東京支店長を兼務しております。

ハ．社外取締役または社外監査役が当社の企業統治において果たす機能及び役割並びに社外取締役または社外監

査役の独立性に関する基準または方針の内容、選任状況に関する考え方 

・社外取締役松尾文明、佐藤憲治の両氏は、客観的・中立的な立場から経営に参画し、経営者としての豊富

な経験と幅広い見識に基づく有益な助言・指導を受けることで、当社の経営監督機能の強化が図られてい

ると考えております。

・社外監査役岡留三郎、福間晋の両氏は、客観的・中立的な立場から意見具申を行い、また、経営者として

の豊富な経験と幅広い見識を有し、当社経営の監視機能として重要な役割を果たしていると考えておりま

す。

・当社は、社外取締役または社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針を定めてはおりま

せんが、社外取締役及び社外監査役が兼務する企業とは、事業の棲み分けがなされており、また、継続的

な取引関係が無いため、独立性を確保しているものと考えております。

 

③ 社外取締役又は社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内

部統制部門との関係 

・社外取締役は、独立した立場で取締役会に出席し、常勤取締役の職務執行状況の監視・監督を行うととも

に、公正な助言・提言を行い、必要に応じ内部統制部門との連携を取り合っております。

・社外監査役は、独立した立場で取締役会等に出席し、取締役の職務執行状況を監視するとともに、監査役

会においては、会計監査人共々年間の監査計画について報告し、意見交換を行うなど、適切な監査を実施

するための連携を取り合っております。
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（３）【監査の状況】

①監査役監査の状況 

イ．監査役監査の組織、人員及び手続 

当社は監査役会設置会社で、監査役会は常勤監査役１名、非常勤監査役２名の３名で構成され、うち２名が社

外監査役であります。

監査役監査の役割分担及び今期の監査重点項目等については、監査計画に基づき毎年監査役会で決定しており

ます。

監査役会は、監査に関する重要な事項について協議、決定を行っております。また、常勤監査役が取締役会、

常勤役員会等の全ての重要な会議に、非常勤監査役２名も取締役会に出席するなど、取締役の職務執行を監視

できる体制をとっております。

ロ．監査役及び監査役会の活動状況 

当事業年度において当社は監査役会を４回開催しており、個々の監査役の出席状況については、次のとおりで

あります。

氏    名 開催回数 出席率

下島  正志 1回 1回(100%)

本田  顯治 0回 0回  (－)

岡留  三郎 4回 4回(100%)

福間    晋 4回 3回( 75%)

松尾  潤 3回 3回(100%)

（注）１．下島正志氏は、2020年６月24日開催の第83回定時株主総会終結の時をもって、任期満了により退任い

たしました。

２．本田顯治氏は、2020年４月12日をもって逝去により退任いたしました。これにともない、監査役及び

社外監査役の法定人数を欠くこととなったため、会社法の規定に基づき、横浜地方裁判所に一時監査

役職務代行者(仮監査役)選任の申立てを行い、2020年４月28日に同裁判所より岡留三郎氏が仮監査役

として選任され就任いたしました。

３．岡留三郎、松尾潤の両氏は、2020年６月24日開催の第83回定時株主総会において、新たに選任され就

任いたしました。

監査役会における主な検討事項としては、会計監査人の監査の方法及び結果の相当性、会計監査人の評価及び

再任並びに監査報酬の適切性、監査役会監査方針及び監査計画であります。

常勤監査役の活動状況は、取締役会、常勤役員会、予算会議等の全ての重要な会議に出席し、また、回議書、

伺書等の重要な決裁書類等の閲覧をいたしました。

②内部監査の状況

当社は専従の内部監査スタッフは配置しておりませんが、各部門長が他部門の重要書類等を閲覧し相互監査を

行い、その結果を常勤役員会において報告しております。また、管理部門各担当者が、監査役会及び会計監査人

と随時情報交換を行うなど緊密な連携を図っております。

③会計監査の状況

イ．監査法人の名称

監査法人日本橋事務所

ロ．継続監査期間

2017年以降

ハ．業務を執行した公認会計士

  指定社員 業務執行社員 新藤弘一

指定社員 業務執行社員 森岡健二 

指定社員 業務執行社員 工藤和則 

二．監査業務に係る補助者の構成

その他２名
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ホ．監査法人の選定方針と理由 

当社は、監査法人日本橋事務所より同監査法人の体制等についての説明を受け、同監査法人は、当社の会計監 

査に求められる専門性、独立性及び適切性を有し、当社の会計監査が適正かつ妥当に行われることを確保する体

制を備えているものと判断し選定いたしました。また、会計監査人の解任又は不再任の決定の方針は、次のとお

りであります。 

（会計監査人の解任又は不再任の決定の方針）

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提

出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。また、会計監査人が会社法第340条

第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任

した旨及びその理由を報告いたします。

へ．監査役及び監査役会による監査法人の評価

当社は、外部会計監査人の評価及び選定基準を策定し、監査実施状況、監査報告や面談等を通じ、職務の実施

状況の把握・評価を行っております。 

当社は、外部監査法人との意見交換や監査実施状況等を通じて、独立性と専門性の有無についての確認を行っ

ております。なお、現在の当社外部会計監査人である監査法人日本橋事務所は、独立性・専門性ともに問題は

ないものと認識しております。

④監査報酬の内容 

イ．監査公認会計士等に対する報酬 

前事業年度 当事業年度 

監査証明業務に基づく報酬 
（千円） 

非監査業務に基づく報酬 
（千円） 

監査証明業務に基づく報酬 
（千円） 

非監査業務に基づく報酬 
（千円） 

9,275 － 7,000 －

ロ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（イを除く）

該当事項はありません。

ハ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。 

ニ．監査報酬の決定方針 

監査報酬の決定にあたっては、公認会計士と協議の上、当社の事業規模・特性、監査日数・人員数等を勘案し

て算定した報酬額について監査役会の同意を得て決定しております。 

ホ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由 

監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切で 

あるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしまし

た。 
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（４）【役員の報酬等】

当社は非上場会社でありますので記載すべき事項はありません。 

なお、役員報酬の内容につきましては、「４  コーポレート・ガバナンスの状況等  (1)コーポレート・ガバナンス

の概要」に記載しております。 

 

（５）【株式の保有状況】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。 
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（自2020年４月１日 至2021年３月31日）

の財務諸表について、監査法人日本橋事務所による監査を受けております。 

 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

 当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、その変更について的確に対応するために、監査法人との綿密な連携並びに情報の共有化に加え、各種

関係機関が主催する会計や税務に関するセミナーへの参加等、必要な対応を図っております。 
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(2020年３月31日) 
当事業年度 

(2021年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 114,620 329,455 

売掛金 21,610 83,706 

その他 23,070 17,114 

流動資産合計 159,301 430,275 

固定資産    

有形固定資産    

建物 931,321 932,399 

減価償却累計額 ※３ △853,171 ※３ △862,369 

建物（純額） ※２ 78,149 ※２ 70,030 

構築物 107,297 107,297 

減価償却累計額 ※３ △105,184 ※３ △105,293 

構築物（純額） 2,113 2,004 

土地 ※２ 337,714 ※２ 337,714 

リース資産 280,967 318,944 

減価償却累計額 ※３ △185,890 ※３ △212,799 

リース資産（純額） 95,076 106,145 

その他 41,479 44,737 

減価償却累計額 ※３ △35,324 ※３ △38,724 

その他（純額） 6,155 6,013 

有形固定資産合計 519,209 521,908 

無形固定資産    

その他 2,937 2,937 

無形固定資産合計 2,937 2,937 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※２ 30,199 ※２ 33,627 

関係会社株式 2,250 2,250 

長期貸付金 ※１ 80,000 ※１ 77,500 

差入保証金 130,100 130,056 

繰延税金資産 1,454 - 

その他 340 160 

貸倒引当金 △39,810 △41,510 

投資その他の資産合計 204,534 202,084 

固定資産合計 726,682 726,929 

資産合計 885,983 1,157,205 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(2020年３月31日) 
当事業年度 

(2021年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

短期借入金 41,000 41,000 

１年内返済予定の長期借入金 ※２ 80,976 ※２ 83,764 

リース債務 28,885 33,623 

未払金 20,798 34,633 

未払法人税等 5,732 7,093 

未払消費税等 14,574 211 

預り金 1,029 2,108 

その他 1,254 1,067 

流動負債合計 194,251 203,500 

固定負債    

長期借入金 ※２ 168,996 ※２ 421,604 

リース債務 79,343 87,807 

繰延税金負債 - 3,806 

退職給付引当金 14,640 14,640 

資産除去債務 2,780 - 

固定負債合計 265,760 527,857 

負債合計 460,011 731,358 

純資産の部    

株主資本    

資本金 883,300 883,300 

資本剰余金    

資本準備金 399,649 399,649 

資本剰余金合計 399,649 399,649 

利益剰余金    

利益準備金 220,825 220,825 

その他利益剰余金    

繰越利益剰余金 △1,072,003 △1,075,179 

利益剰余金合計 △851,178 △854,354 

自己株式 △11,496 △11,500 

株主資本合計 420,274 417,095 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 5,697 8,751 

評価・換算差額等合計 5,697 8,751 

純資産合計 425,972 425,846 

負債純資産合計 885,983 1,157,205 

 

- 26 -



②【損益計算書】
 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 2019年４月１日 
 至 2020年３月31日) 

当事業年度 
(自 2020年４月１日 

 至 2021年３月31日) 

売上高 702,723 596,211 

売上原価 380,480 312,398 

売上総利益 322,243 283,813 

販売費及び一般管理費 ※２ 292,256 ※２ 246,642 

営業利益 29,986 37,170 

営業外収益    

受取利息 ※１ 1,236 ※１ 1,196 

受取配当金 1,320 1,032 

受取保険金 1,479 － 

貸倒引当金戻入額 1,000 － 

その他 725 2,800 

営業外収益合計 5,761 5,028 

営業外費用    

支払利息 14,387 18,177 

貸倒引当金繰入額 － 1,700 

その他 － 274 

営業外費用合計 14,387 20,152 

経常利益 21,360 22,047 

特別利益    

投資有価証券売却益 1,877 1,645 

助成金収入 － 33,577 

特別利益合計 1,877 35,223 

特別損失    

固定資産除却損 － 3,184 

災害による損失 － 1,421 

臨時休業等による損失 － 48,831 

特別損失合計 － 53,436 

税引前当期純利益 23,238 3,833 

法人税、住民税及び事業税 3,076 3,076 

法人税等調整額 11,353 3,932 

法人税等合計 14,430 7,009 

当期純利益又は当期純損失（△） 8,808 △3,175 
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【売上原価明細書】

   
前事業年度

（自  2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当事業年度
（自  2020年４月１日
至 2021年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

売上原価          

１．売店材料費   9,871   7,093  

２．消耗品費   14,645   11,776  

３．通信費   1,775   1,528  

４．保険料   738   1,021  

５．補修費   24,741   12,537  

６．水道光熱費   14,067   12,193  

７．車両維持費   170   180  

８．業務委託費   138,829   128,601  

９．賃借料   133,414   102,719  

10．減価償却費   39,786   33,293  

11．雑費   2,437   1,452  

売上原価合計     380,480   312,398
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自2019年４月１日 至2020年３月31日）

              (単位：千円) 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本
合計 

 

資本準備金 
資本剰余
金合計 

利益準備金 

その他利益 
剰余金 

利益剰余
金合計 

 
繰越利益 
剰余金 

当期首残高 883,300 399,649 399,649 220,825 △1,080,812 △859,987 △11,177 411,784 

当期変動額                

当期純利益         8,808 8,808   8,808 

自己株式の取得             △318 △318 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）                

当期変動額合計 - - - - 8,808 8,808 △318 8,489 

当期末残高 883,300 399,649 399,649 220,825 △1,072,003 △851,178 △11,496 420,274 

 

       

  評価・換算差額等 

純資産合計 
 

その他有価証券評価
差額金 

評価・換算差額等合
計 

当期首残高 9,942 9,942 421,727 

当期変動額      

当期純利益     8,808 

自己株式の取得     △318 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） △4,244 △4,244 △4,244 

当期変動額合計 △4,244 △4,244 4,245 

当期末残高 5,697 5,697 425,972 
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当事業年度（自2020年４月１日 至2021年３月31日）

              (単位：千円) 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

 

資本準備金 
資本剰余
金合計 利益準備金 

その他利益 
剰余金 

利益剰余
金合計 

 
繰越利益 
剰余金 

当期首残高 883,300 399,649 399,649 220,825 △1,072,003 △851,178 △11,496 420,274 

当期変動額                

当期純損失(△)         △3,175 △3,175   △3,175 

自己株式の取得             △3 △3 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）                

当期変動額合計 － － － － △3,175 △3,175 △3 △3,179 

当期末残高 883,300 399,649 399,649 220,825 △1,075,179 △854,354 △11,500 417,095 

 

       

  評価・換算差額等 

純資産合計 
 

その他有価証券評価
差額金 

評価・換算差額等合
計 

当期首残高 5,697 5,697 425,972 

当期変動額      

当期純損失(△)     △3,175 

自己株式の取得     △3 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

3,053 3,053 3,053 

当期変動額合計 3,053 3,053 △125 

当期末残高 8,751 8,751 425,846 
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④【キャッシュ・フロー計算書】

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 2019年４月１日 
 至 2020年３月31日) 

当事業年度 
(自 2020年４月１日 

 至 2021年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 23,238 3,833 

減価償却費 40,477 39,876 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,000 1,700 

本社移転費用引当金の増減額(△は減少) △11,605 － 

助成金収入 － △33,577 

受取利息及び受取配当金 △2,556 △2,228 

支払利息 14,387 18,177 

売上債権の増減額（△は増加） 51,998 △62,095 

未払消費税等の増減額（△は減少） 12,968 △14,363 

預り金の増減額（△は減少） △951 1,079 

投資有価証券売却損益（△は益） △1,877 △1,645 

その他 △12,266 27,541 

小計 112,812 △21,702 

利息及び配当金の受取額 2,556 2,228 

利息の支払額 △14,660 △17,857 

法人税等の支払額 △3,933 △1,716 

助成金の受取額 － 32,577 

営業活動によるキャッシュ・フロー 96,776 △6,471 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △3,667 △10,912 

投資有価証券の売却による収入 10,093 2,600 

長期貸付金の回収による収入 2,500 2,500 

差入保証金の回収による収入 2,236 44 

資産除去債務の履行による支出 － △2,780 

その他 － 60 

投資活動によるキャッシュ・フロー 11,163 △8,488 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,000 － 

長期借入れによる収入 30,000 336,372 

長期借入金の返済による支出 △86,960 △80,976 

リース債務の返済による支出 △51,744 △24,776 

割賦債務の返済による支出 △9,627 △822 

自己株式の取得による支出 △318 △3 

財務活動によるキャッシュ・フロー △122,651 229,794 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △14,711 214,834 

現金及び現金同等物の期首残高 129,332 114,620 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 114,620 ※ 329,455 
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）関連会社株式

移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。

なお、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については、定額法によっております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

(3）リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

４．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引について、特例処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ取引

ヘッジ対象…借入金

(3）ヘッジ方針

金利変動リスクの回避を目的として対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

当社が行っているデリバティブ取引は、金利変動リスクの回避を目的とした金利スワップのみであり、全て特例

処理によっております。このため有効性の事後評価については省略しております。

 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

６．その他財務諸表作成のための基礎となる事項

(1）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理については税抜方式によっております。
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（重要な会計上の見積り）

(繰延税金資産の回収可能性)

①当事業年度の財務諸表に計上した金額

繰延税金負債   3,806千円 

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

当社においては、新型コロナウイルス感染症の影響が、当事業年度末より一定期間継続し、徐々に収束すると

仮定して会計上の見積りを行っております。 

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っております。繰

延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とした条件や仮定に変更

が生じ減少した場合、繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。

 

（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号  2020年３月31日  企業会計基準委員会） 

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号  2021年３月26日  企業会計基準委 

  員会） 

（１）概要 

  国際会計基準審議会(IASB)及び米国財務会計基準審議会(FASB)は、共同して収益認識に関する包括的な会計

基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」(IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおい

てはTopic606)を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は2017年

12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に

関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。 

  企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整

合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れるこ

とを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項

目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。 

（２）適用予定日 

2022年３月期の期首から適用します。 

（３）当該会計基準等の適用による影響 

「収益認識に関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。 

 

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日 企業会計基準委員会） 

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日 企業会計基準委員会） 

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４日 企業会計基準

委員会） 

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日 企業会計基

準委員会） 

 

（１）概要 

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）が、公正価値測定についてほぼ同じ内

容の詳細なガイダンス（国際財務報告基準（IFRS）においてはIFRS第13号「公正価値測定」、米国会計基準

においてはAccounting Standards CodificationのTopic 820「公正価値測定」）を定めている状況を踏ま

え、企業会計基準委員会において、主に金融商品の時価に関するガイダンス及び開示に関して、日本基準を

国際的な会計基準との整合性を図る取組みが行われ、「時価の算定に関する会計基準」等が公表されたもの

です。 

企業会計基準委員会の時価の算定に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、統一的な算

定方法を用いることにより、国内外の企業間における財務諸表の比較可能性を向上させる観点から、IFRS第

13号の定めを基本的にすべて取り入れることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮

し、財務諸表間の比較可能性を大きく損なわせない範囲で、個別項目に対するその他の取扱いを定めること

とされております。 

（２）適用予定日 

2022年３月期の期首から適用します。 

（３）当該会計基準等の適用による影響 

「時価の算定に関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で未定であり

ます。 
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（表示方法の変更）

(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用)

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」(企業会計基準第31号 2020年３月31日)を当事業年度の年度末に

係る財務諸表から適用し、財務諸表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って、前事業年

度に係る内容については記載しておりません。

 

（追加情報）

当社においては、新型コロナウイルス感染症の影響が、当事業年度末より一定期間継続し、徐々に収束する

と仮定して繰延税金資産の回収可能性などの会計上の見積りを行っております。なお、新型コロナウイルス感

染拡大による影響は、不確定要素が多く、その収束が長期化した場合、当社の財政状態及び経営成績の状況に

更なる影響を及ぼす可能性があります。
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（貸借対照表関係）

※１ 関係会社に対する金銭債権

 
前事業年度

（2020年３月31日）
当事業年度

（2021年３月31日）

長期貸付金 80,000千円 77,500千円

 

※２ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2020年３月31日）
当事業年度

（2021年３月31日）

建物 40,064千円 39,538千円

土地 337,714千円 337,714千円

投資有価証券 30,199千円 33,627千円

計 407,979千円 410,881千円

 

 担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2020年３月31日）
当事業年度

（2021年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金 70,776千円 65,560千円

長期借入金 156,846千円 390,993千円

計 227,622千円 456,553千円

 

※３ 減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれております。 
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（損益計算書関係）

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自 2019年４月１日
至  2020年３月31日）

当事業年度
（自 2020年４月１日
至  2021年３月31日）

 関係会社からの受取利息 1,236千円 1,195千円

 

  ※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。なお、販売費はありません。

 
前事業年度 

（自 2019年４月１日  
  至 2020年３月31日） 

当事業年度 
（自 2020年４月１日  

  至 2021年３月31日） 

役員報酬 35,520千円 31,230千円 

給料及び手当 132,903千円 114,958千円 

福利厚生費 27,256千円 23,299千円 

旅費及び交通費 14,770千円 12,455千円 

租税公課 19,541千円 21,363千円 

支払手数料 15,366千円 12,229千円 

減価償却費 690千円 －千円 
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自2019年４月１日 至2020年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式        

普通株式 1,766,600 － － 1,766,600

合計 1,766,600 － － 1,766,600

自己株式        

普通株式 （注） 9,425 1,117 － 10,542

合計 9,425 1,117 － 10,542

（注）  普通株式の自己株式の株式数の増加1,117株は、単元未満株式買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

当事業年度（自2020年４月１日 至2021年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式        

普通株式 1,766,600 － － 1,766,600

合計 1,766,600 － － 1,766,600

自己株式        

普通株式 （注） 10,542 15 － 10,557

合計 10,542 15 － 10,557

（注）  普通株式の自己株式の株式数の増加15株は、単元未満株式買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当事業年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

現金及び預金勘定 114,620千円 329,455千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 － － 

現金及び現金同等物 114,620千円 329,455千円 

 

（リース取引関係）

（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①  リース資産の内容 

    有形固定資産

      主にサテライト横浜の事業用設備であります。

②  リース資産の減価償却の方法

      重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

２．オペレーティング・リース取引

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

 設備投資計画に照らして必要な資金及び運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは

後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は業務上の関係を有す

る企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、取引先企業に対し長期貸付を行

っております。 

 営業債務である未払金は、そのほとんどが１ケ月以内の支払期日であります。借入金及びファイナン

ス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最

長で決算日後５年であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、一部の長

期借入金についてはデリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。 

  なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等について

は、前述の「重要な会計方針」の「４．ヘッジ会計の方法」をご参照下さい。 

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

 営業債権及び長期貸付金については、各事業部門・経理部において取引先の状況を随時確認し、取引先

ごとに期日及び残高を管理するとともに、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

②市場リスクの管理 

 投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、保有状態を継

続的に見直しております。 

  借入金のうち、変動金利の借入金は金利の変動リスクに晒されておりますが、一部の長期借入金につ

いては、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図る目的で、金利スワップ取引を実施して

おります。 

③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

 各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持な

どにより流動性リスクを管理しております。 

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前事業年度（2020年３月31日） 

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 114,620 114,620 －

(2）売掛金 21,610 21,610 －

(3）投資有価証券 25,199 25,199 －

(4）長期貸付金 80,000    

貸倒引当金(*) △39,810    

  40,190 40,190 －

資産計 201,620 201,620 －

(1）短期借入金 41,000 41,000 －

(2）未払金 20,798 20,798 －

(3）預り金 1,029 1,029 －

(4）長期借入金（１年内含む） 249,972 246,195 △3,776

(5）リース債務（１年内含む） 108,229 107,849 △379

負債計 421,029 416,873 △4,155

デリバティブ取引 － － －

(*)個別に計上している引当金を控除しております。

 

当事業年度（2021年３月31日） 

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 329,455 329,455 －

(2）売掛金 83,706 83,706 －

(3）投資有価証券 28,627 28,627 －

(4）長期貸付金 77,500    

貸倒引当金(*) △41,510    

  35,990 35,990 －

資産計 482,778 482,778 －

(1）短期借入金 41,000 41,000 －

(2）未払金 34,633 34,633 －

(3）預り金 2,108 2,108 －

(4）長期借入金（１年内含む） 505,368 507,975 2,607

(5）リース債務（１年内含む） 121,430 120,727 △702

負債計 707,540 706,445 1,904

デリバティブ取引 － － －

(*)個別に計上している引当金を控除しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(1） 現金及び預金、(2） 売掛金
 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。 

(3） 投資有価証券
 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から
提示された価格によっております。 

(4） 長期貸付金
 長期貸付金の時価については、当該帳簿価額によっております。なお、長期貸付金は関係会社に対するもの
であり、貸倒懸念債権については、先方の財務内容・事業の回収見込額を勘案し、個別に引当金を計上してお
ります。 

負 債 

(1） 短期借入金、(2） 未払金、(3)  預り金
 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。 

(4） 長期借入金
 長期借入金につきましては、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価
額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計
額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いて算定する方法によっております。なお、変動金
利による長期借入金のうち金利スワップの特例処理の対象とされているものについては、当該金利スワップと
一体として処理された元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いて算定する方
法によっております。 

(5） リース債務
 これらの時価は、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割引いた現在
価値により算定しております。 

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（2020年３月31日）
当事業年度

（2021年３月31日）

非上場株式 5,000 5,000

差入保証金 130,100 130,056

 非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから「(3）投資有
価証券」には含めておりません。
 差入保証金は、建物賃貸借契約に係る敷金であり償還日が確定していないため、時価を把握することが
極めて困難と認められることから記載しておりません。 
 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

前事業年度（2020年３月31日） 

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 114,620 － － － 

売掛金 21,610 － － － 

長期貸付金 － 80,000 － － 

合計 136,231 80,000 － － 

 

当事業年度（2021年３月31日） 

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 329,455 － － － 

売掛金 83,706 － － － 

長期貸付金 － 77,500 － － 

合計 413,161 77,500 － － 
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４．長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額 

前事業年度（2020年３月31日） 

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 41,000 － － － － －

長期借入金 80,976 80,976 67,726 15,378 4,916 －

リース債務 28,885 29,296 27,532 17,896 4,617 －

合計 150,861 110,272 70,479 33,274 9,533 －

 

当事業年度（2021年３月31日） 

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 41,000 － － － － －

長期借入金 83,764 75,514 73,564 73,564 65,520 133,442

リース債務 33,623 33,164 22,885 9,518 5,159 17,079

合計 117,387 108,678 96,449 83,082 70,679 150,521
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（有価証券関係）

１．その他有価証券 

前事業年度（2020年３月31日） 

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

株式 14,489 4,939 9,550

小計 14,489 4,939 9,550

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

株式 10,710 12,084 △1,374

小計 10,710 12,084 △1,374

合計 25,199 17,023 8,175

（注）「その他有価証券」は、貸借対照表の投資有価証券と関係会社株式の合計額であります。ただし、非上場株式（貸

借対照表計上額 7,250千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当事業年度（2021年３月31日） 

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

株式 28,627 16,069 12,557

小計 28,627 16,069 12,557

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

株式 － － －

小計 － － －

合計 28,627 16,069 12,557

（注）「その他有価証券」は、貸借対照表の投資有価証券と関係会社株式の合計額であります。ただし、非上場株式（貸

借対照表計上額 7,250千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

前事業年度（2020年３月31日）及び当事業年度（2021年３月31日）

該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

金利関連 

前事業年度（2020年３月31日） 

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

（千円）

契約額等のうち

１年超

（千円）

時価

（千円）

金利スワップの特例

処理

金利スワップ取引

受取変動・支払固

定

長期借入金 157,000 103,000 （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ 

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

 

当事業年度（2021年３月31日） 

該当事項はありません。 
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度（退職一時金制度）を採用しており

ましたが、2007年３月31日をもって退職金制度を廃止しております。なお、当該制度廃止時の退職金未払

分につきましては、従業員の退職時に支給するため、「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第２号）に従い、引き続き、退職給付引当金として簡便法により計上してお

ります。

 

２．確定給付制度

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自 2019年４月１日
 至 2020年３月31日）

当事業年度
（自 2020年４月１日
 至 2021年３月31日）

退職給付引当金の期首残高 14,640千円 14,640千円 

  退職給付費用 －千円 －千円

  退職給付の支払額 －千円 －千円

退職給付引当金の期末残高 14,640千円 14,640千円 

 

（２）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

 
前事業年度

（2020年３月31日）
当事業年度

（2021年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 14,640千円 14,640千円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 14,640千円 14,640千円 

 

退職給付引当金 14,640千円 14,640千円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 14,640千円 14,640千円 

 

（３）退職給付費用 

                  簡便法で計算した退職給付費用        前事業年度 －千円       当事業年度 －千円 
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
  前事業年度

（2020年３月31日）
  当事業年度

（2021年３月31日）
繰延税金資産     
税務上の繰越欠損金（注）２ 872,034千円   7,820千円
退職給付引当金 4,437千円   4,437千円
減損損失 85,395千円   82,288千円
貸倒引当金 12,066千円   12,581千円
その他 3,065千円   4,833千円

繰延税金資産小計 976,999千円   111,961千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）２ △872,034千円   △7,820千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △101,032千円   △104,140千円

評価性引当額小計（注）１ △973,067千円   △111,961千円
繰延税金資産合計 3,932千円   0千円
繰延税金負債      
その他有価証券評価差額金 △2,478千円   △3,806千円

繰延税金負債合計 △2,478千円   △3,806千円
       
繰延税金資産(△は負債)の純額 1,454千円   △3,806千円
 
（注）１．評価性引当額が861,106千円減少しております。この減少の主な内容は、繰越欠損金の繰越期限切れによる

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額の減少であります。
（注）２．税務上の繰越欠損金及びその繰越税金資産の繰越期限別の金額
前事業年度（2020年３月31日） 

 

 

１年以内 

（千円） 

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

 

５年超 

（千円） 

 

合計

（千円）

税務上の繰越欠損金

（※）
867,016 － － － － 5,017 872,034

評価性引当額 △867,016 － － － － △5,017 △872,034

繰越税金資産 － － － － － － －

 
当事業年度（2021年３月31日） 

 

 

１年以内 

（千円） 

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

 

５年超 

（千円） 

 

合計

（千円）

税務上の繰越欠損金

（※）
－ － － － － 7,820 7,820

評価性引当額 － － － － － △7,820 △7,820

繰越税金資産 － － － － － － －

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2020年３月31日）
 

当事業年度
（2021年３月31日）

法定実効税率 30.3％   30.3％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.4   12.7

住民税均等割 13.2   80.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.3   △1.6

評価性引当額の増減 △480.8   △22,566.6

繰越欠損金の期限切れ 496.0   22,618.2

その他 1.3   9.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 62.1   182.9
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（持分法損益等）

１．関連会社に対する投資に関する事項

 
前事業年度

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当事業年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

関連会社に対する投資の金額 － －

持分法を適用した場合の投資の金額 － －

持分法を適用した場合の投資利益の金額 983千円 △1,715千円 

（注）前事業年度は関連会社の長期貸付金に対する貸倒引当金39,810千円を計上しております。また、当事業年度は関連

    会社の長期貸付金に対する貸倒引当金41,510千円を計上しております。 

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

前事業年度（自  2019年４月１日  至  2020年３月31日） 

  金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自  2020年４月１日  至  2021年３月31日） 

  金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの

  当社は、不動産賃貸借契約に基づき使用する事業所等について、退去時における原状回復に係る債務を有し

ておりますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期間が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資

産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しており

ません。

 

（賃貸等不動産関係）

 当社では、神奈川県横浜市、岩手県花巻市及び福島県南相馬市において、賃貸用の競輪の専用場外車券売場

(土地を含む)を有しております。前事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は165,640千円（賃

貸料収入は売上高に、主な賃貸費用は売上原価、一般管理費に計上）であります。当事業年度における当該賃

貸等不動産に関する賃貸損益は△26,502千円(賃貸料収入は売上高に、主な賃貸費用は売上原価、一般管理費

に計上)であります。 

 また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。 

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当事業年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

貸借対照表計上額    

  期首残高 550,657 519,209

  期中増減額 △31,447 2,698

  期末残高 519,209 521,908

期末時価 460,221 467,158

（注)１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．前事業年度の主な増加額はサテライト横浜の固定資産の取得であります。また当事業年度の主な増加額はサテ

ライト横浜の固定資産の取得であります。 

３．前事業年度末及び当事業年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額

であります。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、公営競技関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

【関連情報】

前事業年度（自2019年４月１日  至2020年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

    該当事項はありません。

 

当事業年度（自2020年４月１日  至2021年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

    該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前事業年度（自2019年４月１日  至2020年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自2020年４月１日  至2021年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自2019年４月１日  至2020年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自2020年４月１日  至2021年３月31日） 

該当事項はありません。 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

                該当事項はありません。 
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

前事業年度（自2019年４月１日 至2020年３月31日） 

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

関連会社 
㈱シティー

リゾート 

静岡県浜松

市 
10,000 

地方競馬の

場外馬券発

売所の施設

賃貸及び運

営受託 

（所有）  

直接 25.0％ 

資金援助 

役員の兼務 

資金の返済 2,500 
長期貸

付金 
80,000 

利息の受取 1,236 － － 

（注)１．資金の貸付については、市場金利等を勘案して合理的に決定しており、担保は受け入れておりません。 
２．㈱シティーリゾートへの貸付金に対し、39,810千円の貸倒引当金を計上しております。 
    なお、当事業年度において、貸倒引当金戻入額1,000千円を営業外収益に計上しております。 
３．取引金額には消費税等を含めておりません。 

 

当事業年度（自2020年４月１日 至2021年３月31日） 

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

関連会社 
㈱シティー

リゾート 

静岡県浜松

市 
10,000 

地方競馬の

場外馬券発

売所の施設

賃貸及び運

営受託 

（所有）  

直接 25.0％ 

資金援助 

役員の兼務 

資金の返済 2,500 
長期貸

付金 
77,500 

利息の受取 1,195 － － 

（注)１．資金の貸付については、市場金利等を勘案して合理的に決定しており、担保は受け入れておりません。 
２．㈱シティーリゾートへの貸付金に対し、41,510千円の貸倒引当金を計上しております。 
    なお、当事業年度において、貸倒引当金繰入額1,700千円を営業外費用に計上しております。 
３．取引金額には消費税等を含めておりません。 
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当事業年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

１株当たり純資産額 242.57円 242.50円 

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失

（△）
5.01円 △1.81円 

（注）１．当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。なお、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

      ２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当事業年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 8,808 △3,175 

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
8,808 △3,175

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,756 1,756

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 
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⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 
当期首残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産              

建物 931,321 4,124 3,046 932,399 862,369 9,197 70,030 

構築物 107,297 － － 107,297 105,293 109 2,004 

土地 337,714 － － 337,714 － － 337,714 

リース資産 280,967 37,977 － 318,944 212,799 26,908 106,145 

その他 41,479 3,396 138 44,737 38,724 3,399 6,013 

有形固定資産計 1,698,781 45,498 3,184 1,741,095 1,219,187 39,615 521,908 

無形固定資産              

その他 2,937 － － 2,937 － － 2,937 

無形固定資産計 2,937 － － 2,937 － － 2,937 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

リース資産    サテライト横浜 37,977千円

２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりでおります。

建物          サテライト横浜  2,535千円

        ３．「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には減損損失累計額が含まれております。 

 

 

【社債明細表】

該当事項はありません。 
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 41,000 41,000 2.30 －

１年以内に返済予定の長期借入金 80,976 83,764 1.87 －

１年以内に返済予定のリース債務 28,885 33,623 3.71 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 168,996 421,604 1.87 2022年～2030年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 79,343 87,807 2.64 2022年～2030年

その他有利子負債
822 － － －

１年以内に返済予定の割賦未払金

合計 400,023 667,798 － －

（注）１．上記「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。なお、リー

ス債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸借

対照表に計上しているものは平均利率の計算には含めておりません。

２．長期借入金、リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年間の返済予定額は以下のと

おりであります。 

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 75,514 73,564 73,564 65,520

リース債務 33,164 22,885 9,518 5,159

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 39,810 1,700 － － 41,510

（注）貸倒引当金の「当期増加額」は、回収等による戻入れであります。

 

【資産除去債務明細表】

  当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末における

負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第125条の２の規定により記載を省略して

おります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

① 流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 44,236

預金  

普通預金 285,000

別段預金 217

小計 285,218

合計 329,455

 

ロ．売掛金 

(イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

川崎市 15,033

奈良県 7,368

玉野市 6,855

大垣市 6,405

松阪市 6,046

その他 41,998

合計 83,706

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C) 

× 100 
(A) ＋ (B) 

 

 
 (A) ＋ (D)  

  ２  

  (B)  

  365  
 

21,610 620,079 557,984 83,706 87.0 31.0

（注）上記金額には消費税等が含まれております。

 

② 固定資産 

イ．長期貸付金 

品目 金額（千円）

㈱シティーリゾート 77,500

合計 77,500

ロ．差入保証金 

品目 金額（千円）

㈱横浜協進産業 130,000

その他 56

合計 130,056
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（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

 

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所           ──────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その

他のやむを得ない事由が生じたときは、神奈川新聞及び日本経済新聞に

掲載する方法により行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.kagetsuenkanko.co.jp

株主に対する特典  該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当を受ける権利以外の

権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第83期）（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）2020年６月24日関東財務局長に提出

(2)半期報告書

事業年度（第84期）（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）2020年12月25日関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書 

 

    2021年６月25日

花月園観光株式会社    
 

  取締役会 御中  

 

  監査法人日本橋事務所  

    東京都中央区  

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 新藤 弘一  印 

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 森岡 健二  印 

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 工藤 和則  印 

 

監査意見 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる花月園観光株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの第84期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表に

ついて監査を行った。

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、花月園観

光株式会社の2021年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理

に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任は果たしている。当監査法

人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

  財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

  監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

 監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

  監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・  不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続 

  を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

  監査証拠を入手する。

・  財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

  施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。



・  経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び 

  関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・  経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

  継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

  る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

  起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

  を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

  事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・  財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

  かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

  を適正に表示しているかどうかを評価する。

  監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 

 （注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出
会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第２項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2021年６月25日

【会社名】 花月園観光株式会社

【英訳名】 KAGETSUENKANKO Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長   松尾  嘉之輔

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 横浜市中区桜木町一丁目１番地

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。

 



１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長松尾嘉之輔は、当社の第84期（自2020年４月１日 至2021年３月31日）の有価証券報告書の記

載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。


